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[image: image6.emf][image: image7.emf]日本の消費税にあたる付加価値税の減税が世界61カ国・地域に広がっています。コロナ禍で疲弊した国民への支援策として負担を軽くする有効な手段です。
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排気量850㏄以下の現地生産の自動車について、

売上税（GST）を17%から12.5%に減税。

新型コロナウイルスの予防、診断、治療に必要な医

薬品・医療機器とその原材料を対象とした付加価値

税を一時的に免除

2021年7月1日から付加価値税率を18%から16%に

減税

日本でも消費税減税を実現させましょう。　
総選挙を前に、野党各党が消費税減税を掲げていますが、反対しているのは自民党と公明党だけです。今度の総選挙で審判を下し、消費税減税に賛成する議員を国会に押し上げることが重要です。
財務省は、20年度の一般会計の税収が前年度よりも2兆円以上も多い60兆8216億円になったと発表しました。そのうち34.5％が消費税収によるものです。消費税10％の増税による負担増の結果です。
一方、大企業優遇税制によって、ソフトバンクグループは1.4兆円を超える純利益を上げながら法人税はゼロ。富裕層が株で大もうけしても消費税はかかりません（非課税）。
中小企業は赤字でも売上が1000万円を超えれば納めなければならず、低所得者ほど負担が重くなるのが消費税です。最も不公平な消費税が税収のトップになることで格差はますます拡大します。
不公平な税制は、正さなければいけません。世界各国で大企業や富裕層に適正に課税する法人税や所得税の見直し進むなか、日本でも能力に応じた税負担を、の声をご一緒に上げましょう。

世界の流れは負担軽減


消費税減税が有効な手段











コロナ禍でも税収は増加


最も不公平な消費税がトップに⁉





しんぶん赤旗7月15日付より
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